
当期末残高 ××× ××× ×××

繰延ヘッジ損益

当期首残高 ××× ××× ×××

当期変動額

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

××× ××× ×××

当期変動額合
計

××× ××× ×××

当期末残高 ××× ××× ×××

土地再評価差額金

当期首残高 ××× ××× ×××

当期変動額

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

××× ××× ×××

当期変動額合
計

××× ××× ×××

当期末残高 ××× ××× ×××

評価・換算差額等
合計

当期首残高 ××× ××× ×××

当期変動額

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

××× ××× ×××

当期変動額合
計

××× ××× ×××

当期末残高 ××× ××× ×××

新株予約権
当期首残高 ××× ××× ×××
当期変動額
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

××× ××× ×××

当期変動額合計 ××× ××× ×××

当期末残高 ××× ××× ×××

純資産合計
当期首残高 ××× ××× ×××

当期変動額
新株の発行 ××× ××× ×××
剰余金の配当 ¾××× ¾××× ¾×××
当期純利益 ××× ××× ×××
自己株式の処分 ××× ××× ×××
・・・・・・・ ××× ××× ×××
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

××× ××× ×××

当期変動額合計 ××× ××× ×××

当期末残高 ××× ××× ×××
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（記載上の注意）
１ 一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従つて作成すること（株式会社以外の者は、
上記様式に準じて作成すること。）。
２ 最近３事業年度（当事業年度の前２事業年度及び当事業年度。事業年度が６月の者は、最近
６事業年度）について記載すること。ただし、事業年度経過後３月以内の日に本書面を交付す
る場合には、直近事業年度の直前の事業年度を当事業年度として記載することができる（この
様式において、以下同じ。）。また、６事業年度について記載する場合には、連続する３事業年
度ごとに分けて記載することができる。
３ 変動事由及び金額の記載は、おおむね「様式第２ 貸借対照表」における記載の順序による
こと。
４ 株主資本以外の科目については、事業年度中の変動額を変動事由ごとに記載することができ
る。
５ 「その他利益剰余金」は、科目ごとの記載に代えて「その他利益剰余金」の合計額を当事業
年度期首残高、事業年度中の変動額及び事業年度末残高に区分して記載することができる。こ
の場合には、科目ごとのそれぞれの金額を注記すること。
６ 「評価・換算差額等」は、科目ごとの記載に代えて「評価・換算差額等」の合計額を当事業
年度期首残高、事業年度中の変動額及び事業年度末残高に区分して記載することができる。こ
の場合には、科目ごとのそれぞれの金額を注記すること。
７ 「資本剰余金」、「利益剰余金」、「評価・換算差額等」及び「純資産合計」の各合計欄の記載は
省略することができる。
８ †及適用及び修正再表示（以下「†及適用等」という。）を行つた場合には、前事業年度の期
首残高に対する累積的影響額及び†及適用等の後の期首残高を区分表示すること。
９ 「・・・積立金」については、それぞれの積立金の内容を示す適切な名称を付した科目をも
つて表示すること。

10 「金額」の欄には、一円単位、千円単位又は百万円単位をもつて表示するものとするが、他
の様式と統一し、かつ、使用した単位を明記すること。ただし、有効な数値がない場合には、
科目の名称の記載を要しない。千円単位又は百万円単位をもつて表示する場合であつて、表示
単位未満の数値で表示する際には金額欄に「０」と記載することとし、表示単位未満の金額は
切り捨てること（合計欄も同様）。

11 総括科目及びその金額は、ゴシック式活字、赤字等識別しやすい方法により記載すること。
（備考） 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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